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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www3.ic-net.or.jp/̃chikusan/

平均年齢

平均年齢

16年度 17年度 18年度

12.4 0 0 0

82.8 62,986 0 0

支援区分

団体

県

17年度
実績

18年度
目標

18年度
実績

19年度
目標
20年度
目標
21年度
目標

8,059 9,970 9,800 9,720 9,720 9,720 △ 0.8
－
－
－

1 1 1 1 1 1 0.0

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 －

収 入事業収入(a) 165,413 165,743 165,267 96,546 △ 41.6

事業外収入(b) 17,685 24,484 15,758 387,524 2359.2

計(ｃ) 183,098 190,227 181,025 484,070 167.4

支 出 事業費(ｄ) 0 174,889 0 96,612 －

管理費(e) 8,059 9,970 8,418 10,120 20.2

事業外支出(ｆ) 165,975 170 166,382 377,014 126.6

計(ｇ) 174,034 185,029 174,800 483,746 176.7

9,064 5,198 6,225 324 △ 94.8

172,954 168,941 172,607 168,271 △ 2.5

資 産 流 動 資 産 25,195 10,000 31,494 10,000 △ 68.2

固 定 資 産 889,122 710,000 1,055,504 710,000 △ 32.7

計 914,317 720,000 1,086,998 720,000 △ 33.8

負 債 流 動 負 債 0 0 73 0 △ 100.0

固 定 負 債 0 0 0 －

（うち引当金等） 0 0 0 －

計 0 0 73 0 △ 100.0

資 本 基 本 金 483,800 483,800 483,800 483,800 0.0

剰 余 金 等 430,518 257,200 603,198 257,200 △ 57.4

計 914,318 741,000 1,086,998 741,000 △ 31.8

※19年度以降の上記目標数値については，平成19年 6月21日現在の目標値である。

県からの貸付金残高(e)

　
（Ｃ ）19年
度目標～18
年度実績
対比（％）

 当期収支差額(ｃ) - (g)

 当期正味財産増減額

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

イ　県からの受託事業、借入金、県の補助金は無い。
ロ　人件費については、Ｈ１６に職員を廃止し人件費削減後は、低位・定
　額で推移しており、これについては達成済みと考えている。
ハ　財務状況は健全であり、予算は、収支予算内で執行している。
ニ　貸借対照表中、資産は補てん金の発動がなかったので1億7千260
　万円の増となった。
ホ　国債、公債以外の債権は無い。
ヘ　当協会の監事は財務に明るい農協の専務経験者である。また、事
　業規模が小さく公認会計士を置く計画は無い。

イ　H19年度は、事務室賃借料の大幅な値上げとPC会計ｿﾌﾄ導入で管
  理経費が前年度を上回ったが、他の経費は削減しており更に事務経
  費の節減に努めていく。
ロ　過去の実績を踏まえた、健全な事業展開と協会運営を継続実施して
　いきたい。
ハ　H19年度から、事業加入者の要件が認定農業者およびこれに準じた
　農業者に限定され、契約者が減少した。健全な畜産経営を支援するた
　めの事業展開を積極的に進める。

委託金(a)

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

　
○事業の対象者に、事業の重要
性を啓発し経営の安定化を図る。
　管理運営費については、継続し
て節減に努めていく。

 
●管理運営費節減の継続

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

　
○新業務対応年間(3年間)が開始し
たが、生産者の経営安定のため、
価格差補てん事業の啓発を進め
る。
○管理運営費については、継続して
節減に努めていく。

　20年度目標　　18年度実績

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

経営指標

０２２－２６４－８４７０

16年度 17年度 18年度

平均年収（千円） -

16年度～18年度増減率
（％）

3,660

公社等外郭団体指定要件 ①県の出資割合が４分の１以上のもの

　
○事業の対象者に、事業の重要
性を啓発し経営の安定化を図る。
○管理運営費については、継続し
て節減に努めていく。

肉牛価格差補てん事業

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

県からの補助金等収入依存度（％）

事業内容

黒毛和種（牛肉）の価格差補てん

肉豚（豚肉）の価格差補てん肉豚価格差補てん事業

比重（％）

－

ア 管理費（千円）

－

21年度目標

流動比率（％）

取組内容
　　19年度目標

改革スケジュール

常勤役員数（うち県退職者） 　　　　　　1　（　1　） 62.0 平均年収（千円）

０２２－２６４－８７０６ 県 出 資 額

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ

イ
ウ　

会長　阿部長壽昭和５０年８月１２日 県 担 当 課

48　　社団法人　宮城県畜産物価格安定基金協会

仙台市青葉区上杉一丁目２－１６

  １　基本情報(団体記入。ただし「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入。)

農林水産部畜産課

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

165,000千円（34.1％）

主要事業名

常勤職員数（うち県退職者） 　　　　　　０　（　０　） -
常勤役職員の状況

設立目的（寄附行為，定款） 畜産物価格の変動による畜産農家の損失を補てんすることによって、畜産経営を安定し、計画生産及び計画出荷体制を確立し、もって畜産物の安定供給に資する。

事業費（単位：千円）

（１）県の適正な関与により自立すべき団体 自立支援

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

改革の方向

-

△ 100.0

305

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

43,142.5

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

305305

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

 
●管理運営費節減の継続

○価格差補てん事業を継続実施するとともに，価格
差補てん事業加入頭数の維持拡大を図る。

○常勤役員の報酬据置と事務経費の節減を図る。

 
●管理運営費節減の継続

 
●管理運営費節減の継続●経費節減による効率的な事業運営。また、設立目

的に類似点が見られる団体との経営統合を検討。

○次年度に向け、補てん価格
の底上げ、加入者負担金の軽
減化を図ることとした。
○管理運営費については、節
減できている。

　経費節減による効率
的な事業運営が必要
である。また，設立目
的に類似点が見られ
る団体があり，経営基
盤強化に向けた他団
体との統合の可能性
を検討する必要があ
る。

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

　常勤役員の報酬据え置きと管理経費の節減を徹底。

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )

④収支計
算書
（単位：
千円）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-93-
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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

平均年齢

平均年齢

16年度 17年度 18年度

87.5 1,081,617 724,777 845,335

9.2 135,650 128,708 88,678

2.5 130,860 130,315 24,284

支援区分

団体

17年度
実績

18年度
目標

18年度
実績

19年度
目標

20年度
目標
21年度
目標

96 41 134 113 104 226.8

270,391 262,748 301,798 207,720 220,507 230,108 △ 31.2

0 0 0 48,673 0 0 皆増

130,315 23,952 24,284 25,852 25,052 25,052 6.5

2 2 2 2 2 2 0.0

0 0 0 0 0 0 －

23 15 13 13 14 14 0.0

0 0 0 0 0 0 －

270,756 139,357 120,587 113,952 ＊１ ＊１ △ 5.5

164,090 122,947 170,028 121,528 ＊１ ＊１ △ 28.5

0 0 0 0 0 0 －

434,846 262,304 290,615 235,480 ＊１ ＊１ △ 19.0

10,439,000 10,710,000 10,710,000 10,981,000 ＊１ ＊１ 2.5

0 0 0 0 ＊１ ＊１ －

10,439,000 10,710,000 10,710,000 10,981,000 ＊１ ＊１ 2.5

5,370,796 5,465,796 5,298,579 5,222,705 ＊１ ＊１ △ 1.4

収 入事業収入(a) 847,671 715,730 712,799 659,818 ＊１ ＊１ △ 7.4

事業外収入(b) 85,141 35,858 48,731 43,858 ＊１ ＊１ △ 10.0

計(ｃ) 932,812 751,588 761,530 703,676 ＊１ ＊１ △ 7.6

支 出事業費(ｄ) 423,134 352,984 374,688 274,736 ＊１ ＊１ △ 26.7

管理費(e) 198,910 165,698 130,694 165,884 ＊１ ＊１ 26.9

事業外支出(ｆ) 378,238 263,492 461,272 263,856 ＊１ ＊１ △ 42.8

計(ｇ) 1,000,282 782,174 966,654 704,476 ＊１ ＊１ △ 27.1

△67,470 △30,586 △　205,124 　△　　800 ＊１ ＊１ △99.6

3,459 201 705 18,684 ＊１ ＊１ 2550.2

資 産流 動 資 産 327,473 245,878 236,816 238,318 ＊１ ＊１ 0.6

固 定 資 産 15,911,319 16,188,101 16,126,469 16,323,947 ＊１ ＊１ 1.2

計 16,238,792 16,433,979 16,363,285 16,567,865 ＊１ ＊１ 1.3

負 債流 動 負 債 108,139 58,982 32,987 18,123 ＊１ ＊１ △ 45.1

固 定 負 債 15,915,384 16,159,527 16,119,944 16,320,705 ＊１ ＊１ 1.3

（うち引当金等） (105,588) (111,715) (111,365) (117,000) ＊１ ＊１ 5.1

計 16,023,523 16,218,509 16,152,931 16,338,828 ＊１ ＊１ 1.2

資 本基 本 金 125,452 125,452 125,452 125,452 ＊１ ＊１ 0.0

剰 余 金 等 89,817 90,018 84,901 103,585 ＊１ ＊１ 22.0

計 215,269 215,470 210,353 229,037 ＊１ ＊１ 8.9

※19年度以降の上記目標数値については，平成19年５月３１日現在の目標値である。
＊１　当公社では，森林整備事業に必要な資金を造林補助金と県及び農林漁業金融公庫からの借入金により賄っているが，県補助金や貸付金等について不確定要素が多く，目標設定ができない。

○　収入間伐の実施（134ha）
○　第一期分収林経営計画で示した施業体系による事業の実施
○　農林漁業金融公庫からの借入金の借換や繰上償還の検討
○　事務経費の縮減

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

①　収入間伐の実施（H18～），既契約分収林の収穫開始時期の接近
　（H23～）などから，これまでの保育主体の体制から収穫，販売主体
　の組織体制確立に向け，H19.4から課制を班制に改正しており，今後
　も施業方法や販売方法及び組織体制の見直しについて総合的に検
  討・実施してまいります。
②　平成17年度に策定した「第一期分収林経営計画（H18～H27）」に
　基づいた森林整備により，森林の持つ公益的機能の維持，増進や収
　益性の向上を図るため，長伐期施業の導入を協力に推進し，高収
  入，低コスト森林施業の検討を行い，生産コストの縮減を図ってまい
  ります。
③　資金制度の内容から，制度上可能な借換を検討するとともに，繰上
　償還を検討・実施し，利子負担の縮減を推進してまいります。
④　近年の木材価格の低迷や将来の経済状況の変化に対応し，分収
  林契約締結者に応分の負担を求めることが可能か否か，契約内容
  を十分に検討し，総合的に対応してまいります。
⑤　平成17年度に開設したﾎ-ﾑﾍ-ﾟｼﾞにより情報を広く提供し，分収林契
　約締結者や一般県民に対して，森林の果たす役割や公社の現状・改
  革状況等を分かりやすく周知し，理解を得るよう努めてまいります。
⑥　これまでの事務内容を見直し，目標を持って管理経費の削減に努
  めてまいります。
⑦　上記①～⑥の検討や取組に際しては，必要に応じて内部検討組
  織を設置するなど，職員の意見を広く取り入れて進めてまいります。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円） 　(e)，(f)のうち無利子貸付金

 当期収支差額(ｃ) - (g)

 当期正味財産増減額

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

○　間伐収入については，森林台帳等から間伐面積を計算したが，事
  業初年度でもあり，現場の状況や生育状況の把握に相当の時間を
  要したため，実施面積は計画の半分となった。しかしながら，間伐材
  の売り払い方法等の検討や木材価格の上昇もあり，予想以上の収
  穫であった。
○　施業体系の見直しにより，保育事業内容を変更（下刈や除伐から
  間伐へ移行）し，直接事業費の縮減に努めた。
○　収穫事業に対応した組織と人員配置を行った。
○　自動車3台を廃車し，1台を購入するなど管理経費の縮減に努め
  た。
○　施設管理受託事業では，4施設から1施設に縮減した。

717.9

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

38.1

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

流動比率（％）

取組内容

△　２１．８

△　３４．６

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )

④収支計
算書
（単位：
千円）

461

21年度目標

改革の方向

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

　　19年度目標

改革スケジュール

　20年度目標　　18年度実績

553465

経営改善を働きかける団体 重点改善支援

農林水産部森林整備課

100，000千円（７９．７％）

主要事業名

常勤職員数（うち県退職者） 　　　13　（2） 45.8
常勤役職員の状況

設立目的（寄附行為，定款）
　造林，育林等森林，林業及び緑化に関する事業を行ない，県土の保全，森林資源の造成，水資源のかん養並びに自然環境の保全を図るとともに県土の緑化を推
進し，もって農山村の振興と県民の福祉の向上に寄与する。

事業費（単位：千円）

理事長　白　岩　　　博

ｈｔｔｐ：//www16．oｃｎ．ne．jp/̃miya-rin/

昭和４１年６月２３日 県 担 当 課

５２　　社団法人　宮城県林業公社

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

０２２（２７５）９１７１ 県 出 資 額

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ　施設管理受託事業の
縮減(単位：千円)

イ　施業見直し等による事
業費の縮減（直接事業費
単位：千円）

ウ　借換又は繰上償還によ
る金利負担の軽減（単位：
千円）

ア　間伐収入の増加（単位：ha）

16年度～18年度増減率
（％）

常勤役員数（うち県退職者） 　　　　2　（2） 61.5 平均年収（千円） 6,372

△　８１．４

302.8

46.348.7

97.4

1657.8

97.9

46.6

18年度

54.8

県の公の施設（１施設）の管理受託

平均年収（千円） 5,734

経営指標

施設管理受託事業

事業内容

分収方式による造林事業

県有林の管理受託県有林業務受託事業

比重（％）

  １　基本情報(団体記入。ただし「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入。)

公社等外郭団体指定要件 ①（県の出資割合が４分の１以上のもの）

○　収入間伐の実施（１１３ｈａ）
○　第一期分収林計画で示した
施業体系の実施
○　制度内容の検討と借換対象
の掘り起こし
○　事務経費の縮減

分収林事業

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

０２２（２７５）９１７２

16年度 17年度

県からの補助金等収入依存度（％） 31.2

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 97.8

　分収林事業は，木
材価格が長期低落
の傾向にあることか
ら，収益が見込め
ず，借入金の返済
が厳しいと予想され
る状況にあるので，
効率的な団体運営
の在り方を検討する
必要があるととも
に，一般県民等に対
し森林や団体の果
たす役割等を周知
し，理解を得る必要
がある。

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

●国等関係機関への働き掛け
を継続する。

○　間伐収入の増大
○　施業見直しによる事業費（直接事業費）の縮減
○　公庫資金借換等による金利負担軽減
○　事業に応じた組織体制と適正な人員配置の検討
○　事務経費の縮減
○　現行方式の新植面積の縮小と凍結
○　施設管理受託事業上の縮小

●国等関係機関への働き掛けを
継続する。

●国の施策・予算要望に関する
提案・要望を実施した。
●森林整備法人全国協議会（本
県は協議会員）からの要望・提
案を行った。

●　県の職員派遣を平成１３年度で終了
●　分収林経営に関する制度改善，支援等を国等関
係機関に働きかける

○　収入間伐の実施（４１ｈａ）
○　第一期分収林経営計画で示し
た施業体系の実施
○　制度内容の検討と借換対象の
検討（借換実績なし）
○　収穫事業へ対応した組織と人
員配置の実施
○　事務経費の縮減（自動車３台
廃車し１台購入）
○　新規分収造林事業を凍結
○　管理受託施設の縮小（４⇒１）

県からの貸付金残高(e)

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

○　収入間伐の実施（１０４ｈａ）
○　第一期分収林計画で示した
施業体系の実施
○　制度内容の検討と借換対象
の掘り起こし
○　事務経費の縮減

●国等関係機関への働き掛け
を継続する。

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

○　収入間伐の実施（１３４ｈａ）
○　第一期分収林経営計画で示し
た施業体系による事業の実施
○　制度内容の検討と借換対象及
び繰上償還対象の掘り起こし
○　事務経費の縮減

　
（Ｃ ）19年度
目標～18年
度実績
対比（％）

常勤役員数

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)
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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

16年度 17年度 18年度

29.2 18,523 25,227 16,937

56.1 37,451 37,449 32,538

14.7 10,140 10,168 8,552

支援区分

団体

県

17年度
実績

18年度
目標

18年度
実績

19年度
目標
20年度
目標
21年度
目標

19,353 21,334 16,937 21,045 21,045 21,045 24.3

-
-
-

0 0 0 0 0 0 -

0 0 0 0 0 0 -

2 2 2 2 2 2 0.0

0 0 0 0 0 0 -

47,617 42,349 41,064 42,380 42,380 42,380 3.2

7,200 5,292 5,292 5,292 5,292 5,292 0.0

0 0 0 0 0 0 -

54,817 47,641 46,356 47,672 47,672 47,672 2.8

0 0 0 -

0 0 0 -

0 0 0 -

0 0 0 -

収 入 事業収入(a) 62,251 55,395 57,496 57,080 57,080 57,080 △ 0.7

事業外収入(b) 10,335 9,622 11,442 11,051 11,051 11,051 △ 3.4

計(ｃ) 72,586 65,017 68,938 68,131 68,131 68,131 △ 1.2

支 出 事業費(ｄ) 64,787 61,065 58,026 62,401 62,401 62,401 7.5

管理費(e) 2,110 2,306 1,899 2,236 2,236 2,236 17.7

事業外支出(ｆ) 6,909 1,646 6,059 3,494 3,494 3,494 △ 42.3

計(ｇ) 73,806 65,017 65,984 68,131 68,131 68,131 3.3

△ 1,220 0 2,954 0 0 0 △ 100.0

△ 3,112 - △ 292 0 0 0 100.0

資 産 流 動 資 産 4,874 0 8,243 0 0 0 △ 100.0

固 定 資 産 301,312 291,532 298,378 291,720 291,720 291,720 △ 2.2

計 306,186 291,532 306,621 291,720 291,720 291,720 △ 4.9

負 債 流 動 負 債 932 0 1,348 0 0 0 △ 100.0

固 定 負 債 2,280 2,591 2,592 2,879 3,166 3,454 11.1

（うち引当金等） 2,280 2,591 2,592 2,879 3,166 3,454 11.1

計 3,212 2,591 3,939 2,879 3,166 3,454 △ 26.9

資 本 基 本 金 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 0.0

剰 余 金 等 44,849 30,816 44,558 30,716 30,429 30,141 △ 31.1

計 302,974 288,941 302,683 288,841 288,554 288,266 △ 4.6

※19年度以降の上記目標数値については，平成１９年６月２８日現在の目標値である。

 当期収支差額(ｃ) - (g)

 当期正味財産増減額

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

　
（Ｃ ）19年
度目標～18
年度実績
対比（％）

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

○公社の適切な事業運営に向け
て策定した具体的な改善計画に
ついて、段階的に取り組んでいく。

●水産公社の計画実施にあた
り、随時、指導助言を行う。

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

○自律の在り方について、県の提
言を受け、次年度以降の事業運
営、組織体制など、水産公社の将
来構想を検討する。
○ホヤ人工種苗の効率的な量産の
ため、引き続き技術開発を進めると
ともに、人工種苗の需要を把握し、
新規事業として生産販売を行う。

　養殖種苗販売など
の自主財源確保に
向けた検討や，県と
の役割分担の明確
化など団体の担うべ
き機能の見直しを行
う。

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

●水産公社における改善計画
策定について、適切な指導助
言を行う。

○自主財源の確保に向け、収益事業の検討及びホ
ヤ人工種苗の生産・販売に取り組む。

●水産試験研究機関の再編に
あわせて、栽培漁業の在り方、
水産公社の役割を明らかにし、
その結果を水産公社へ提言す
る。

●天然種苗の不足を補い、自
主財源確保の対策として、水
産公社に対しホヤ人工種苗の
生産技術開発を指導した。

●水産公社の在り方について、事業、組織体制を検
討し、公社に対し提言する。

○今後の収益事業として可能性
のあるホヤ人工採苗技術の実用
化試験を実施し、事業化への技術
的目処をつけた。

16年度 17年度

県からの補助金等収入依存度（％） 79.5

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 -

　１　基本情報　(団体記入。ただし、「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入)

公社等外郭団体指定要件 ②ⅰ県の出資割合が概ね５分の１以上のもの

○水産公社の将来構想を踏まえ
て、生産種苗、人員配置、施設使
用及び事業収入等に係る具体的
な改善計画を策定する。

ヒラメ放流効果実証事業

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

0225-48-2777

県からの委託をうけて栽培漁業センターの種苗生産を行う。

経営指標

種苗飼育補助等事業

事業内容

ヒラメ種苗の生産及び放流を行うとともに、放流効果を調査する。

県からの委託をうけてアワビ種苗の生産を行う。アワビ種苗生産事業

比重（％）

△ 15.7

523.0

--

-

698.0

-

75.5

18年度

-

16年度～18年度増減率
（％）

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ

イ
ウ　

ア．ヒラメ種苗放流経費の
削減（事業費：千円）

理事長　伊東　則夫

http://www.mgff.or.jp

平成７年４月１日 県 担 当 課

５４　　財団法人　宮城県水産公社

石巻市谷川浜字前田２２

0225-48-2777 県 出 資 額

    農林水産部水産業基盤整備課

　　50,00千円（19.4％）

主要事業名

設立目的（寄附行為，定款） 資源管理型漁業及び栽培漁業の推進並びに漁船漁業等の振興に関する事業を実施し、もって本県水産業の発展に寄与することを目的とする。

事業費（単位：千円）

204195

（２）経営改善を働き掛ける団体，（Ａ）公社等の存廃を含めた将来の在り方を検討する団体 重点改善支援

21年度目標

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

流動比率（％）

取組内容

改革の方向

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

　　19年度目標

改革スケジュール

　20年度目標　　18年度実績

△ 8.6

△ 13.1

イ　主務課では「団体の自主財源確保の方策を検討する」などを実施す
　る考えであるが、県として水産試験研究機関の組織再編を進め、栽培
　漁業の在り方の明確化とともに、しっかりと水産公社に求める役割に
　ついて明確化するよう働きかけていく。
ロ　水産公社としては、県だけではなく、漁業者団体に対しても、当公社
　の存在意義を積極的にアピールし、持続的な事業運営が可能となる、
　施設、組織体制の整備に向け、改めて支援、理解を得る必要があると
　考えている。

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )

④収支計
算書
（単位：
千円）

200

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

イ　ヒラメ種苗生産放流事業については、魚病の発生により生産目標数量を大
　幅に下回り、漁業者の期待に応えられず、残念な結果となった。
ロ　最終的な収支としては、収入面ではヒラメ水揚協力金の増収が大きく貢献
　し、見込みより２９０万円の増額となり、支出総額はほぼ見込み通りとなったこ
　とから、２，９５４千円の当期収支差益となり、経営内容は１７年度より大幅に
　改善された。

イ　県における当公社の自律に向けた提言内容により、運営方向は非
  常に流動的になることが見込まれる。現状では、県の人的、財政的
  支援がなくては、現状の事業運営は考えられないことから、十分に
  議論を重ね、事業の在り方を検討していく必要がある。
ロ　また、公社として健全な収支のバランスを図るためには、ヒラメ種苗
　生産事業の経費削減を図る他、収益の見込める対象種を絞り込み、
  養殖用種苗生産販売等の収益事業を展開していく必要がある。

611.5

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

67.2

　(e)，(f)のうち無利子貸付金
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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

平均年齢

平均年齢

16年度 17年度 18年度

26.4 44,304 0 38,220

73.6 116,612 113,566 106,325

支援区分

団体

県

17年度
実績

18年度
目標

18年度
実績

19年度
目標
20年度
目標
21年度
目標

34,624 35,275 33,974 35,316 35,341 35,597 4.0
ー
ー
ー

1 1 1 1 1 1 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

4 4 4 4 4 4 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

139,300 122,950 122,950 106,600 90,500 75,650 △ 13.3

0 0 0 0 0 0 -

139,300 122,950 122,950 106,600 90,500 74,650 △ 13.3

407,700 366,930 366,930 326,160 285,390 244,620 △ 11.1

収 入 事業収入(a) 220,674 219,621 220,056 219,736 219,947 219,947 △ 0.1

事業外収入(b) 5,035 19,375 19,785 722 5,542 14,846 △ 96.4

計(ｃ) 225,709 238,996 239,841 220,458 225,489 234,793 △ 8.1

支 出 事業費(ｄ) 94,245 93,018 85,970 84,350 85,115 98,103 △ 1.9

管理費(e) 19,321 20,435 20,355 22,952 21,702 22,127 12.8

事業外支出(ｆ) 111,072 125,543 129,318 113,156 121,773 114,563 △ 12.5

計(ｇ) 224,638 238,996 235,643 220,458 228,590 234,793 △ 6.4

1,071 0 4,198 0 △ 3,101 0 △ 100.0

45,974 44,134 51,394 49,751 51,748 58,740 △ 3.2

資 産 流 動 資 産 7,645 7,596 28,145 11,501 8,400 8,400 △ 59.1

固 定 資 産 2,673,763 2,691,582 2,633,353 2,610,723 2,606,857 2,592,792 △ 0.9

計 2,681,408 2,699,178 2,661,498 2,622,224 2,615,257 2,601,192 △ 1.5

負 債 流 動 負 債 8,742 8,693 98,895 68,602 68,352 68,352 △ 30.6

固 定 負 債 716,190 689,875 554,732 496,001 437,536 364,731 △ 10.6

（うち引当金等） (22,906) (24,397) (23,152) (24,623) (26,102) (13,249) 6.4

計 724,932 698,568 653,627 564,603 505,888 433,083 △ 13.6

資 本 基 本 金 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 0.0

剰 余 金 等 1,936,476 1,980,610 1,987,870 2,037,621 2,089,369 2,148,109 2.5

計 1,956,476 2,000,610 2,007,870 2,057,621 2,109,369 2,168,109 2.5

※19年度以降の上記目標数値については，平成19年6月1日現在の目標値である。

 当期収支差額(ｃ) - (g)

 当期正味財産増減額

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

　
（Ｃ ）19年
度目標～
18年度実
績
対比（％）

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

○同左

●公社の借入金償還完了後の
フェリー埠頭の管理の在り方に
ついて、方向性を決定する。

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

○平成20年度のフェリー埠頭施設
の賃貸借契約更改に際し，現航路
の維持が図られ，公社の収支が均
衡するよう，適正な貸付料の算定
を行う。
○インターネット上での情報公開を
進める。

　今後も大幅な増
収が見込めないこ
とから収入の規模
に見合った効率的・
合理的な経営体制
を構築する必要が
ある。

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

●同左

○16年度退職者の不補充継続により人件費の抑制を
図るとともに，その他の管理経費についても見直しを行
うなどして節減に取り組む。
○未利用施設の活用等による収入の増加に努める。
※第2バースについては、制度及び構造面での制約に
より、現時点ではスポット貸し以上の利活用が難しい状
況にあるが、引き続き対応策を検討する。
○老朽化施設の計画的な修繕等に対応するため，引当
預金の積立等により，財源の確保に努める。

●引き続き、公社の借入金償還完
了後のフェリー埠頭の管理の在り
方について、第２バースの有効活
用を含めて公社と協議を行う。

●第２バースの有効活用に関し
て、意見交換を行った。●公社の借入金償還完了後のフェリー埠頭の管理の在

り方について、第２バースの有効活用を含めて検討し、
公社と協議を行う。

○人件費については，前期より
650千円削減された。大修繕を行
わなかったこともあり，前期より
事業費管理費計で7,241千円減
額となった。
○フェリーへの第2バース貸付は
台風発生が少なかったことにより
前期より減少した。一方，フェ
リー以外の船舶への貸付は増加
した。
○18年度の建設工事に際し,助
成金を受けることができたので，
19年度は前年同期作成の団体
改革計画表の引当預金への積
立見込額よりも多く積立てられる
見込みである。

16年度 17年度

県からの補助金等収入依存度（％） ー

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 20.0

  １　基本情報(団体記入。ただし「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入。)

公社等外郭団体指定要件 ①県の出資割合が４分の１以上のもの

○公益財団法人への移行につ
いて，検討を行う。
○更改後の使用料収入に基づ
く，長期収支及び長期修繕計画
の見直しを行う。

フェリー埠頭整備事業

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

０２２－２５４－３００３

平均年収（千円） 5,744

経営指標

事業内容

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設、改良

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の維持、修繕及び管理                   〃

比重（％）

87.4

ーー

23.1

66.9

26.5

ー

18年度

ー

16年度～18年度増減率
（％）

常勤役員数（うち県退職者） 　　　　　　1　（　　1　） 65.0 平均年収（千円） 7,000

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ

イ
ウ　

ア 人件費支出の抑制

理事長　　小出　　恭

ー

昭和５０年４月１日 県 担 当 課

６０　財団法人宮城県フェリー埠頭公社

仙台市宮城野区港三丁目７番１号

０２２－２５４－３００１（代） 県 出 資 額

土木部港湾課

　　20,000千円（100.0％）

主要事業名

常勤職員数（うち県退職者） 　　　　　　4　（　　1　） 51.3
常勤役職員の状況

設立目的（寄附行為，定款）
仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設，改良，維持，修繕及び管理を総合的かつ効率的に行うことにより，仙台塩釜港の機能の強化を図り，もって住民の福祉
の増進と地域経済の発展に寄与すること。

事業費（単位：千円）

570600

（２）経営改善を働きかける団体　（A）公社等の存廃も含めた将来の在り方を検討する団体 重点改善支援

21年度目標

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

流動比率（％）

取組内容

改革の方向

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

　　19年度目標

改革スケジュール

　20年度目標　　18年度実績

△ 13.7

△ 8.8

1　他公社から使用料及び施設利用船会社の動向等に関する情報収集
  を行う。
2　第2バースの有効活用を図るためには新たな貨物用駐車場の確保が
　必要であるが，港周辺の用地がほとんど空いていないのが実情であ
  り，県の助言，指導を受けながら検討を進めたい。

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )

④収支計
算書
（単位：
千円）

595

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

　収支面においては，おおむね目標を達成できたと思われる。

　職員は、現員体制で対応する。
　公益法人改革に向けた取組として，公益財団法人への移行について
検討を進める。

28.5

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

ー

　(e)，(f)のうち無利子貸付金
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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

平均年齢

平均年齢

16年度 17年度 18年度

24.2% 97,617 93,285 103,063

75.8% 443,451 401,230 322,288

支援区分

団体

県

17年度実績 18年度目標 18年度実績 19年度目標 20年度目標 21年度目標

8,268 13,905 △ 5,912 15,715 31,591 17,901 △ 365.8
ー
ー
ー

1 1 1 1 1 1 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

11 11 11 11 11 11 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

3,387 0 2,644 2,390 2,151 1,936 △ 9.6

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

3,387 0 2,644 2,390 2,151 1,936 △ 9.6

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

収 入売上高(a) 511,192 540,588 429,624 500,286 709,577 696,083 16.4

営業外収益(b) 853 760 800 546 760 760 △ 31.8

特別利益(c) 571 1,237 435 1,000 1,000 1,000 129.9

計(d) 512,616 542,585 430,859 501,832 711,337 697,843 16.5

支 出 売上原価(e) 474,938 495,100 404,832 454,886 643,266 643,212 12.4

販売費・一般管理費(f) 19,577 19,920 20,519 19,896 20,420 20,670 △ 3.0

営業外費用(g) 6,105 10,350 5,516 6,525 12,750 12,750 18.3

特別損失(h) 3,418 3,000 5,593 4,500 3,000 3,000 △ 19.5

計(i) 504,038 528,370 436,460 485,807 679,436 679,632 11.3

11,425 15,978 △ 443 19,525 33,901 20,211 △ 4,507.4

8,268 13,905 △ 5,912 15,715 31,591 17,901 △ 365.8

資 産 流 動 資 産 103,753 152,631 98,018 99,444 200,635 204,756 1.5

固 定 資 産 337,289 385,680 344,453 345,576 364,820 350,600 0.3

計 441,042 538,311 442,471 445,020 565,455 555,356 0.6

負 債 流 動 負 債 139,655 165,510 128,836 117,870 185,510 175,510 △ 8.5

固 定 負 債 2,000 64,000 24,650 22,450 28,000 10,000 △ 8.9

（うち引当金等） (2,000) (4,000) (4,000) (6,000) (8,000) (10,000) 50.0

計 141,655 229,510 153,486 140,320 213,510 185,510 △ 8.6

資 本 基 本 金 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 0.0

剰 余 金 等 209,387 218,801 198,985 214,700 261,945 279,846 7.9

計 299,387 308,801 288,985 304,700 351,945 369,846 5.4

※19年度以降の上記目標数値については，平成19年　5月16日現在の目標値である。

④損益計
算書
（単位：
千円）

①　採石事業の在り方について、現実的に可能な対応方策を県とともに
  継続して検討・協議して行く。
②　退職給付引当金については、資金繰りの状況も踏まえながら引当
  金を必要額まで継続して積み立てて行く。

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

○売上収入の安定確保と経費
節減に努め黒字決算の継続を
目指す。

●砕石部門の在り方について、
具体の検討・協議・調整を進め
る。

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

○売上収入の安定確保と経費節
減に努め黒字決算の継続を目指
す。

　砕石事業が縮小
傾向にあるなど経
営状況が厳しいこと
から、今後の事業
展開について検討
が必要である。

　
（Ｃ ）19年
度目標～
18年度実
績
対比（％）

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

●砕石部門の在り方について、
具体の検討・協議・調整を進め
る。

○　経営健全化に向けた取り組みを進める。

●砕石部門の在り方について、具
体の検討・協議・調整を進める。

●中央埠頭安全管理業務、地方
港湾荷捌地等使用状況確認業
務を削減した。
●砕石部門について検討し、複
数の対応策について団体と協議
を行った。

●県が委託している荷捌地管理業務を順次削減する。
●県の持株の在り方について、会社の経営状況を踏ま
えながら検討を行う。

○石巻倉庫事業において、18年
11月からロシア向け輸出用中古
自動車の保税倉庫の営業を開
始。

16年度 17年度

県からの補助金等収入依存度（％） 0.8

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 17.0

  １　基本情報(団体記入。ただし「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入。)

公社等外郭団体指定要件 ①県の出資割合が４分の１以上のもの

○売上収入の安定確保と経費
節減に努め黒字決算の継続を
目指す。

倉庫業他

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

０２２５－９４－３７４９

平均年収（千円） 4,804

経営指標

事業内容

木材保管業務及び一般輸出入貨物保管業務他

公共及び一般向け砕石等製造・販売採石業

比重（％）

74.3

――

12.8

92.5

20.4

0.6

18年度

―

16年度～18年度増減率
（％）

常勤役員数（うち県退職者） 　　　　　　　１　（　１　） 65.0 平均年収（千円） 6,960

事業費（単位：千円）

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ

イ
ウ　

ア　黒字決算の継続（千円）

代表取締役社長　菅原　清毅

http://www.kemkaihatu.co.jp

昭和４１年３月１５日 県 担 当 課

６３　宮城県開発株式会社

石巻市潮見町１３番地の１

０２２５－２２－６２３４ 県 出 資 額

重点改善支援

土木部港湾課

　　30,000千円（33.3％）

主要事業名

常勤職員数（うち県退職者） 　　　　　　１１　（　０　） 41.4
常勤役職員の状況

設立目的（寄附行為，定款） 新産業都市建設に寄与するため設立

流動比率（％）

取組内容

改革の方向

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

　　19年度目標

改革スケジュール

　20年度目標　　18年度実績

424418

5.6

△ 27.3

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

76.1

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

0.6

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )

404

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

　石巻倉庫事業は、11月からロシア向け輸出用中古自動車の保税倉庫
の営業を開始したこともあり売上高は前年度比13.7％増となったが、女
川採石事業については、10月6日の低気圧で採石場が被害を受けたこ
となどから売上高は前年度比76.7％にとどまった。18年度の当期純利
益は△5,912千円となり目標は未達成。

　売上収入の安定確保と一層の経費削減に努め経営の健全化を目指
す。

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

21年度目標

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

（２）経営改善を働きかける団体（A）公社等の存廃を含めた将来の在り方を検討する団体
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所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

平均年齢

平均年齢

16年度 17年度 18年度

100.0 104,834 111,711 120,308

支援区分

団体

県

17年度
実績

18年度
目標

18年度
実績

19年度
目標
20年度
目標
21年度
目標

20,570 20,000 18,356 ー
120,308 116,740 11,300 110,000 △ 3.0
82.5 85.0 85.6 86.3 3.0

ー

1 1 2 2 2 2 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

6 6 6 6 6 6 0.0

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

0 0 0 0 0 0 ー

収 入 売上高(a) 125,324 124,300 124,201 122,550 ※1 ※1 △ 1.3

営業外収益(b) 867 800 1,565 950 ※1 ※1 △ 39.3

特別利益(c) 0 0 0 0 ※1 ※1 －

計(d) 126,191 125,100 125,766 123,500 ※1 ※1 △ 1.8

支 出 売上原価(e) 0 0 73 0 ※1 ※1 △ 100.0

販売費・一般管理費(f) 111,711 114,000 120,184 116,540 ※1 ※1 △ 3.0

営業外費用(g) 0 200 51 200 ※1 ※1 292.2

特別損失(h) 0 0 0 0 ※1 ※1 －

計(i) 111,711 114,200 120,308 116,740 ※1 ※1 △ 3.0

14,480 10,900 5,456 6,760 ※1 ※1 23.9

13,530 9,950 4,506 5,960 ※1 ※1 32.3

資 産 流 動 資 産 249,319 260,414 260,479 261,474 ※1 ※1 0.4

固 定 資 産 24,868 22,823 23,002 22,443 ※1 ※1 △ 2.4

計 274,187 283,237 283,481 283,917 ※1 ※1 0.2

負 債 流 動 負 債 14,385 12,925 18,336 12,940 ※1 ※1 △ 29.4

固 定 負 債 8,240 8,800 9,076 9,098 ※1 ※1 0.2

（うち引当金等） 2,161 2,600 2,633 3,067 ※1 ※1 16.5

計 22,625 21,725 27,412 22,038 ※1 ※1 △ 19.6

資 本 基 本 金 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 ※1 ※1 0.0

剰 余 金 等 △ 928,438 △ 918,488 △ 923,931 △ 917,971 ※1 ※1 △ 0.6

計 251,562 261,512 256,068 261,879 ※1 ※1 2.3

※19年度以降の上記目標数値については，平成19年6月5日現在の目標値である。

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）
額・期末残高(g )
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③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

　ほぼ目標を達成している。
①　テナント確保を1番目の目標に定め、仮に期中において退店が出た
  場合には、最低でもその退店分の補充を確保するよう努めている。
②　経費全般について削減に努めてきたが、支出の大きい業務委託料
  (警備管理業務、清掃業務等)を指定管理者と同時に1年契約を3年契
  約に改め、年間約45万円の削減を行った他、役員報酬についても平
  成18年10月より43%削減(年間180万円)を実行した。

①　テナントの充足率増
②　営業戦略の強化
③　費用全般の節減

※１　平成20年度以降の財務諸表を作成していないので、省略しまし
た。　(e)，(f)のうち無利子貸付金

21年度目標

  ４　改革計画(県記入。ただし「取組内容」「改革スケジュール」の欄については，団体も該当部分を記入。)　　　（団体が主体的に実施する事項は○，県が主体的に実施する事項は●）

（２）経営改善を働きかける団体

14.8%

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

1420.6

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

－

流動比率（％）

取組内容

改革の方向

人件費÷１２（月）÷（有給役員数＋職員数）

　　19年度目標

改革スケジュール

　20年度目標　　18年度実績

265277

改善支援

土木部港湾課

　　334,000千円（28.3　％）

主要事業名

常勤職員数（うち県退職者） 　　　　　　6（0） 51.3
常勤役職員の状況

設立目的（寄附行為，定款）
塩釜港港奥部再開発の先導企業として、旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」を建設し、その運営にあたる一方で、地域開発にかかる企画・調査等の研究事業を
行い、港湾を中心とした地域の活性化を目的としている。

代表取締役社長　横田善三郎

http://www.shiogama.co.jp/

平成5年12月14日 県 担 当 課

６４　塩釜港開発株式会社

宮城県塩竈市港町一丁目４番１号

022-361-1500 県 出 資 額

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

エ

イ 費用全般の節減（千円）
ウ テナント充足率向上（％）

ア 警備清掃費削減（千円）

16年度～18年度増減率
（％）

常勤役員数（うち県退職者） 　　　　　　2（0） 70.0 平均年収（千円） 2,400

事業費（単位：千円）

1733.2

－－

－

2233.4

－

－

18年度

－

平均年収（千円） 3,019

経営指標

事業内容

塩竈市より旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」の管理運営業務を受託

比重（％）

  １　基本情報(団体記入。ただし「公社等外郭団体指定要件」の欄は県が記入。)

公社等外郭団体指定要件 ①県の出資割合が４分の１以上のもの

○テナントの誘致対策強化
○デスティネーションキャンペー
ンに連動した企画を実施する。
○経費節減の徹底

マリンゲート塩釜の管理運営業務

１人当たり人件費（月）（千円）

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　主な事業内容(団体記入)

※「比重」は，団体の18年度事業費に占める各事業費の割合を示しているため，足しても100にならない場合がある。

022-361-1471

16年度 17年度

県からの補助金等収入依存度（％） －

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 －

　マリンゲート塩釜
の指定管理者とし
て管理運営業務の
充実に努め指定管
理者の指定から外
れないよう経営基
盤を強化し累積欠
損金の解消に努め
る

　
（Ｃ ）19年
度目標～
18年度実
績
対比（％）

  ５　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数の「うち県職員」及び県からの財政的関与の欄は県が記入。)

●団体の経営改善に向けた
取組について、筆頭株主であ
る塩竈市と連携しながら、指
導、助言する。

○テナント充足率向上
○経費節減の徹底

●団体の経営改善に向けた取
組について、筆頭株主である塩
竈市と連携しながら、指導、助
言する。

塩竈市担当者と「マリンゲート
塩釜」の運営や累積債務の解
消について意見交換を行っ
た。

●団体の経営改善に向けた取組みについて、筆頭
株主である塩竈市と連携しながら、指導、助言す
る。

○テナントについて
事務室部門2店舗(30.5坪)、物販
部門2店舗(9.5坪)撤退
事務室部門2店舗(18.4坪)、物販
部門1店舗(8.0坪)入店
○経費節減について
①警備管理業務、清掃業務、設
備管理業務について平成18年4
月に契約更新を行い、今後3年
間2.4%の削減(年間約45万円)を
行った。
②役員報酬を平成18年10月より
43%削減(年間180万円)を行っ
た。

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

課　　　　　題

(1) 18年度の経営目標の達成状況に関する評価結果（概要）

⑥評価結果及び取組目標設定の考え方

○テナントの誘致対策強化
○経費節減の徹底

●団体の経営改善に向けた
取組について、筆頭株主であ
る塩竈市と連携しながら、指
導、助言する。

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

○テナントの誘致対策強化
○費用全般の節減

④損益計
算書
（単位：
千円）

①　事業収入を確保するための営業強化の取組みに期待する。
　県内各地の物産展に加え、開催対象範囲の拡大に向けた勧誘活動を
行った他、マリンゲート塩釜の情報をより広く発信できるよう観光雑誌等
を利用した広告宣伝活動を積極的に行っている。さらに、メディア(テレ
ビ、新聞等)の撮影取材活動にも積極的な支援を行いマリンゲート塩釜
のＰＲに努めている。

②　取組み目標として、テナントの充足率などの営業努力に関する数値
設定を検討してほしい。
　テナント確保を１番目の目標に定め充足率向上に取組んでいるが、平
成19年4月1日現在の貸床面積充足率は全面積(1階～3階)合計843.9坪
に対し、使用面積は696.6坪で充足率82.5％となっている。この内、2階の
充足率を見ると、全面積343.4坪に対し、使用面積は244.3坪で71.1％と
最も低い充足率となっているので、これを77％(約20坪)まで引き上げる
と、全体の充足率は約85％となるので、当面は20坪確保を目標に定め
努力していく。

③　未収家賃について回収の徹底を図るべきである。
　多額の未納家賃があるテナントに対しては、弁護士とも協議し回収に
努めている。過去の未納分については、分割納入とする別途覚書を取り
交わし、回収に努力している。なお、覚書不履行(２ヶ月分滞納)の時は、
施設退店の強い姿勢で対応していく。

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

(2) 19年度以降の目標設定の考え方

(3) 県の助言又は指導内容《８-(2)欄》への対応

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)
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